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第２５回 不動産流通業に関する消費者動向調査結果（要旨） 

 

 

■ 新築・既存ともフラット３５、３５Ｓの利用は昨年度から概ね横ばい 
 
 フラット３５またはフラット３５Ｓが適用可能な住宅を購入した世帯の中で、実際に融資を

利用した世帯の割合は、新築住宅購入者で 19.3％、既存住宅購入者で 24.8％となった。ま

た、「フラット３５Ｓを利用した」世帯の割合は、新築住宅購入者では 5.3％、既存住宅購入

者では 8.4％となった（図 6,図 7）。 
 

■ 直系尊属の住宅取得等資金に係る贈与税の非課税制度の利用者は住宅購入者の 10.8％ 
 
 住宅購入者に占める「直系尊属の住宅取得等資金に係る贈与税の非課税制度」の利用者の割

合は 10.8％、29 才以下が最も高く 16.0％を占める（対前年度比 13.7 ポイント減）（図 11、

上図）、このうち、親もしくは祖父母からの贈与を受けた受贈者を対象にした「直系尊属の

住宅取得等資金に係る贈与税の非課税制度」の利用状況は、全体の 72.7％となっている（図

11、下図）。世帯主の年齢別利用率は「50 才以上」が 81.0％で最も多く、次いで「40～49

才」（74.5％）となっている（図 11、下図）。 

 住宅購入に与えた具体的な影響については、新築・既存とも「借入金額を少なくできた」が

最も多く、次いで「住宅を購入することができた」となっている（図 12）。 
  
■プラスの売却差額注 1)発生世帯は前年度から 4.8 ポイント増加（42.6％） 

マイナスの売却差額注 1)発生世帯前年度から 3.8 ポイント減少（51.4％） 

■ マイナスの売却差額発生世帯の平均差額は前年度から減少し 1186.4 万円 

（注 1）売却差額とは、自己所有住宅の売却時の価格から購入時の価格を差し引いた額。  

 自己所有住宅から住み替えた世帯の63.6％にあたる 208世帯が従前住宅を売却している（表

外）。このうち購入額と売却額の回答があった 197 世帯について売却差額を整理すると、マ

イナスの売却差額が発生している世帯は 51.4％（対前年度比 3.8 ポイント減）、プラスの売

却差額が発生している世帯は 42.6％（対前年度比 4.8 ポイント増）となっている（図 13）。 

 マイナスの売却差額発生世帯は従前住宅を平均 4253.2 万円（前年度 3998.9 万円）で購入

し、平均 2980.7 万円（前年度 2678.4 万円）で売却しており、その差額平均は前年度から減

少し 1186.4 万円（前年度 1297.1 万円）であった。（図 15）。 
 

■ 不動産会社等による住宅保証の利用率は 53.0％、うち建物保証の利用が 37.4％ 

■ 既存住宅の購入にあたっての建物検査注 2）の実施率は 47.7％ 
 
 既存住宅購入者における不動産会社等による住宅保証の利用状況をみると、住宅保証の利用

率は 53.0％となっており、うち建物保証の利用が 37.4％を占めている。建て方別に建物保

証の利用状況をみると、既存戸建てでは建物保証を利用した購入者が 51.4％、既存マンショ

ンでは 31.6％となった（図 19）。不動産会社等による住宅保証が今回の住宅購入に多少なり

とも影響したとの回答は、住宅保証利用者の 72.8％を占めている（図 20）。 

 既存住宅購入者における「既存住宅売買かし保険（国が指定する住宅瑕疵担保責任保険法人が提供する保

険）」の利用率は 10.3％となっている（図 21）。 

 不動産会社等による住宅保証もしくは「既存住宅売買かし保険」を利用する際に実施された

検査以外におこなわれた民間の建物検査（ホーム・インスペクション）注 3）の実施率は、「既

に売主がおこなっていた」が 13.3％、「売主に依頼しておこなってもらった」が 4.7％、合

計 18.0％となっている（図 23）。 

 既存住宅の購入にあたって何らかの建物検査注 2）をおこなった購入者は、既存住宅購入者の

47.7％となっている。既存戸建て購入者が 65.5％と７割弱になっているほか、既存マンショ

ン購入者が 40.4％で前年度から 0.6 ポイント増加している（図 24）。 
 

 
 
 
 

（注 2）不動産会社等による建物保証及び「既存住宅売買かし保険」の利用にあたって実施された検査、ならびにそれ以外におこなった民間の建物検査（ホーム・

インスペクション）。 

（注 3）不動産会社等による住宅保証や「既存住宅売買かし保険」の利用にあたって実施された検査を除く。なお、不動産会社が提供する無償のインスペ

クションサービス（主に買主側の購入申込前に実施）がおこなわれた場合を含む。 



 

■ 重要事項説明にかかった時間は新築、既存とも 1 時間～1 時間半未満が約半数 

■ 重要事項説明にかかる時間について、新築では１時間半以上、既存では２時間以上にな

ると「やや長い」「長い」と感じる割合が増加する傾向 

■ マンション購入者が重要事項説明に説明を受けるマンション管理情報の中で特に重要だ

と思うものとしては月々支払う修繕積立金や管理費用など金銭面の項目の割合が高い 
 
 重要事項説明にかかった時間をみると、新築、既存とも 1 時間～1 時間半未満が約半数で最

も多く、次いで 1 時間半～2 時間未満となっている。なお、この傾向は、戸建て、マンショ

ンの別を問わず同様であることがみてとれる（図 25）。 

 重要事項説明にかかった時間に対する妥当性については、新築では 67.3％、既存では 75.1％

が「概ね妥当」となっている。また、新築、既存ともマンションに比べて戸建ての方が「概

ね妥当」の割合が高くなっている（図 26）。 

 重要事項説明にかかった時間とかかった時間の妥当性の関係をみると、戸建て・マンション

に関わらず、新築では説明時間が 1 時間半以上、既存では説明時間が 2 時間以上になると

「やや長いと感じた」「長いと感じた」の割合が大きく増加する傾向がみられる。この傾向

は新築・既存とも、戸建て住宅に比べてマンションの方がより顕著であることがみてとれる

（図 27）。 

 マンション購入者の重要事項説明時に伝えられるマンション管理情報で特に重要と思った

ものとして最も多いのは「月々支払う修繕積立金額やマンション全体での計画修繕積立金の

積立状況」、「月々の管理費用」など金銭面の項目の割合が特に高くなっている。その他、既

存マンションでは、「共用部分の修繕実績、専有部分のリフォーム実績等の建物の維持修繕

実施状況の記録」が 36.6％となっている（図 28）。 
 

■ 今後住宅を購入する際の IT 重説の利用意向は全体の半数弱、若いほど利用意向は高い 

■ 利用したいと思う理由としては「不動産会社に行く手間が省けるから」、利用しないと思

う理由としては「住宅購入に関わる大事なことなので対面での説明がよい」が年齢を問

わず多い 
 
 今後住宅を購入する際に IT 重説を利用できるとした場合の利用意向について尋ねたところ、

住宅購入者全体の 49.7％が「利用したいと思う」と回答した。また、年齢別にみると、年齢

が若いほど利用意向が高い。ただし、29 才以下では「利用しないと思う」と回答した割合

が 30 代、40 代よりも高くなっている（図 29）。 

 IT 重説を利用したいと思う理由としては、「不動産会社に行く手間が省けるから」が年齢を

問わず最も高くなっており、全体では 80.5％となっている。また、年齢が若くなるほど「重

要事項説明の日程調整の幅が広がるから」の割合が高くなる傾向がみられる（図 30）。また、

IT 重説を利用しないと思う理由としては「住宅購入に関わる大事なことなので対面での説

明がよいと考えるから」が年齢を問わず最も多く、全体では 76.6％となっている（図 31）。 
 

■ 今後、住宅を購入する際の売買契約締結における電子署名の利用意向注 4）は全体の半数超 

■ 利用したい理由として最も多いのは「保管に場所を取らないから」、また、若いほど「ﾊﾟ

ｿｺﾝやｽﾏｰﾄﾌｫﾝなどでいつでもどこからでも契約締結できるから」の割合が高い 

 
 今後住宅を購入する際、売買契約締結における電子署名注 4）を利用できるとした場合の利用

意向について尋ねたところ、「利用したいと思う」が全体の 53.2％となった。年齢別にみる

と、IT 重説（図 29）と同様に年齢が若いほど利用意向が高くなる傾向がみられる（図 35）。 

 利用したいと思う理由としては「保管に場所を取らないから」が全体の 77.2％で最も高い。

また、年齢別にみると、年齢が若いほど「パソコンやスマートフォンなどいつでもどこから

でも契約締結できるから」の割合が高くなっている（図 36）。また、利用しないと思う理由

としては「住宅購入に関わる大事なことなので書面がよいと考えるから」が年代を問わず最

も高く、全体で 77.4％となっている。（図 37）。 

（注 4）従来の書面への押印ではなく、電子署名付きの電子データで売買契約締結を行うこと。 
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（１）調査の目的 
 

本調査は、居住用不動産取得者の取得行動、種々のサービス等の利用実態・評価を時系列把

握することで、不動産流通に対する消費者の行動を捉えることを目的に、1991 年から隔年で、

2001年からは毎年実施している。 

 

（２）調査対象 
 

首都圏１都３県（東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県）で平成 31年 4月 1日から令和 2年 3

月 31日の間に、購入した住宅の引渡しを受けた世帯を対象としている。 

これらの調査対象者の抽出にあたっては、会員会社の協力を得て、住宅タイプ（新築戸建て、

新築マンション、既存戸建て、既存マンション）のバランスに配慮し、対象を抽出した。 

 

 

（３）調査方法 
 

ＷＥＢアンケート（調査対象者にはアンケートページのＵＲＬおよびＱＲコードを紙面およびメ

ールにて通知するとともに協力を依頼する形で実施） 

※第 22回（2017年度）調査までは、紙の調査票を郵送・回収する形で実施。 

 

（４）調査期間 
 

発送時期 ： 令和 2年 7月 22日 

回収締切 ： 令和 2年 8月 11日 

 

 

（５）配布・回収状況 
 

①送総数 ： 3247 票 

②回答数 ： 1188 票 

③回答率 ： 36.6％ 

 

購入物件の建て方別発送・回答数 

  合計 新築住宅     既存住宅     

    購入者計※N 戸建て マンション 購入者計※S 戸建て マンション 

発送数 3,247 972 190 782 2,275 742 1,533 

(100.0%) (100.0%) (19.5%) (80.5%) (100.0%) (32.6%) (67.4%) 

回答数 1,188 343 69 274 845 249 582 

(100.0%) (100. 0%) (20.1%) (79.9%) (100. 0%) (29.5%) (68.9%) 

※N 住宅の建て方不明はなし。 

※S 住宅の建て方不明 14件を含む。 
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26.5
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0.8

1.5

1.3

3.2

7.0

0.6

1.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

新築住宅購入者

（N=343)

既存住宅購入者

(N=845)

単身
夫婦のみ
夫婦と子供（第一子が小学校入学前）
夫婦と子供（第一子が小学生以上）
夫婦と親が同居
夫婦と子供と親が同居
その他
無回答

（６）回答者の基本属性 
 

■世帯主の年齢 

 

 

 

 

 

■世帯主の性別 

 

 

 

 

 

 

■世帯構成 

 合計 新築住宅購入者 既存住宅購入者 

単身 134 29 105 

夫婦のみ（子供なし） 308 91 217 

夫婦と子供（第一子が小学校入学前）がいる 343 134 209 

夫婦と子供（第一子が小学生以上）がいる 291 67 224 

夫婦と親が同居（二世代同居） 11 4 7 

夫婦と子供と親が同居（三世代同居） 16 5 11 

その他 70 11 59 

無回答 15 2 13 

全 体 1,188 343 845 

 

 
 
 
 
 
 
 

 

■新築住宅購入者・既存住宅購入者別回答数の推移 

 今年度 

（2020年度） 

昨年度 

（2019年度） 

一昨年度 

（2018年度） 

新築住宅購入者 343（28.9％） 335（35.1％） 340（39.1％） 

既存住宅購入者 845（71.1％） 620（64.9％） 530（60.9％） 

合  計  1188（100.0％）  955（100.0％）  870（100.0％） 

4.4

4.1

25.1

15.6

23.9

18.6

16.9

17.0

10.2

12.5

7.3

8.6

3.8

8.6

4.4

5.9

2.3

3.3

1.5

5.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

新築住宅購入者

（N=343)

既存住宅購入者

（N=845)

29才

以下

30～

34才

35～

39才

40～

44才

45～

49才

50～

54才

55～

59才

60～

64才

65～

69才

70才

以上

無回

答

 

合計 

新築住宅

購入者 

既存住宅

購入者 

29 才以下 50 15 35 

30～34 才 218 86 132 

35～39 才 239 82 157 

40～44 才 202 58 144 

45～49 才 141 35 106 

50～54 才 98 25 73 

55～59 才 86 13 73 

60～64 才 65 15 50 

65～69 才 36 8 28 

70 才以上 49 5 44 

無回答 4 1 3 

全 体 1,188 343 845 

 

合計 

新築住宅

購入者 

既存住宅

購入者 

男 1,038 308 730 

女 148 33 115 

無回答 2 2 0 

全 体 1,188 343 845 

89.8 

86.4 

9.6 

13.6 

0.6 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

新築住宅購入者

（N=343)

既存住宅購入者

（N=845)

男

女

無回答



 
3 

1030.3 

2012.6 

960.3 

1009.2 

972.5 
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2930.0 

4366.3 

4033.3 
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1247.0 

2478.7 

860.7 

307.1 

291.7 

4576.6 

3650.9 

2050.0 

4292.5 

845.0 

0.0 

0 1000 2000 3000 4000 5000 6000

現金、預貯金等

前住居の売却金

親からの贈与

親以外の親族からの贈与

うち祖父母からの贈与

フラット３５

フラット３５Ｓ

財形住宅融資

銀行等の民間ローン

企業の社内融資

親、兄弟姉妹などの親族、知人から

の借入

2020年度

2019年度

（万円）

1360.0 

2581.9 

826.1 

1114.6 

718.8 

3246.8 

2851.6 

1200.0 

3637.2 

2250.0 

763.0 

1382.7 

2037.4 

766.9 

295.0 

295.0 

3355.0 

3292.7 

3257.3 

3519.2 

3266.7 

1133.3 

0 1000 2000 3000 4000 5000 6000

現金、預貯金等

前住居の売却金

親からの贈与

親以外の親族からの贈与

うち祖父母からの贈与

フラット３５

フラット３５Ｓ

財形住宅融資

銀行等の民間ローン

企業の社内融資

親、兄弟姉妹などの親族、知人から

の借入

2020年度

2019年度

（万円）

＜利用者数と利用率＞
利用者数 利用率

2020年度 509 60.2%

2019年度 380 61.3%

2020年度 88 10.4%

2019年度 52 8.4%

2020年度 100 11.8%

2019年度 97 15.6%

2020年度 13 1.5%

2019年度 6 1.0%

2020年度 8 0.9%

2019年度 6 1.0%

2020年度 70 8.3%

2019年度 42 6.8%

2020年度 33 3.9%

2019年度 21 3.4%

2020年度 3 0.4%

2019年度 6 1.0%

2020年度 520 61.5%

2019年度 363 58.5%

2020年度 6 0.7%

2019年度 6 1.0%

2020年度 10 1.2%

2019年度 6 1.0%

現金、預貯金等

前住居の売却金

親からの贈与

親以外の親族からの贈与

　　うち祖父母からの贈与

フラット３５

フラット３５Ｓ

財形住宅融資

銀行等の民間ローン

企業の社内融資

親、兄弟姉妹などの親族、

知人からの借入

■ 現金、預貯金等の利用率は新築では微増傾向、既存では微減傾向 

「親からの贈与」の利用者平均額は、新築購入者で 960万円、既存購入者で 826万円 
 

 自己資金についてみると、「現金、預貯金等」の利用率は新築住宅購入者では昨年度から 2.0 ポ

イント増加した一方、既存住宅購入者では 1.1 ポイント減と微減している。自己資金の利用者

平均額をみると、新築住宅購入者の「前住居の売却金」の金額が前年度に比べて 466 万円減少

している点が特徴的である。また、「親からの贈与」の利用者平均額は、新築住宅購入者が 960.3

万円、既存住宅購入者が 826.1 万円で、いずれも前年度から増加している（図 1,図 2）。 

 借入資金等についてみると、前年度に引き続き「銀行等の民間ローン」の利用者数が最も多く

なっている。また、利用者平均額では、新築住宅購入者の「フラット 35」が 500 万円ほど減少

している一方、「フラット 35S」は 240 万円ほど増加している（図 1,図 2）。 
  

図1 各資金の利用者平均額の変化／新築住宅購入者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図2 各資金の利用者平均額の変化／既存住宅購入者 

 
  

１．住宅購入資金の内訳 

（注１）利用率は、新築住宅購入者全体（2020 年 N=343、2019年 N=335）に対する割合。 

（注２）2020 年、2019 年ともに利用者平均額は 2.5％トリム平均をとっている。 

（注３）「現金、預貯金等」には他に分類されない自己資金を含む。 

（注１）利用率は、既存住宅購入者全体（2020 年 N=845、2019年 N=620）に対する割合。 

（注２）2020 年、2019 年ともに利用者平均額は 2.5％トリム平均をとっている。 

（注３）「現金、預貯金等」には他に分類されない自己資金を含む。 

＜利用者数と利用率＞
利用者数 利用率

2020年度 229 66.8%

2019年度 217 64.8%

2020年度 23 6.7%

2019年度 15 4.5%

2020年度 67 19.5%

2019年度 69 20.6%

2020年度 12 3.5%

2019年度 7 2.1%

2020年度 8 2.3%

2019年度 6 1.8%

2020年度 39 11.4%

2019年度 35 10.4%

2020年度 14 4.1%

2019年度 22 6.6%

2020年度 4 1.2%

2019年度 2 0.6%

2020年度 237 69.1%

2019年度 221 66.0%

2020年度 3 0.9%

2019年度 3 0.9%

2020年度 3 0.9%

2019年度 0 0.0%

親、兄弟姉妹などの親族、

知人からの借入

　　うち祖父母からの贈与

銀行等の民間ローン

フラット３５

財形住宅融資

企業の社内融資

フラット３５Ｓ

親以外の親族からの贈与

現金、預貯金等

前住居の売却金

親からの贈与
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＜全期間固定金利型＞  ＜固定金利期間選択型＞   ＜変動金利型＞ 

6.2

8.1

9.7

15.3

17.7

19.9

73.8

66.4

59.3

4.1

7.0

9.5

0.4

0.9

0.5

0.1

0.0

0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2020年度(N=757)

2019年度(N=584)

2018年度(N=560)

全期間固定金利型

固定金利期間選択型

変動金利型

ミックス

その他

無回答

1.7 

1.8 

0.0 

1.1 

1.2 

0.5 

12.5 

14.9 

13.6 

8.5 

11.3 

9.2 

1.1 

3.0 

0.0 

0.0 

0.6 

1.1 

27.8 

21.4 

34.2 

15.9 

12.5 

8.2 

8.5 

5.4 

2.7 

22.2 

28.0 

30.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2020年度

(n=176)

2019年度

(n=168)

2018年度

(n=184)

固定金利期間選択型1年

固定金利期間選択型2年

固定金利期間選択型3年

固定金利期間選択型5年

固定金利期間選択型7年

全期間固定金利型10年以下

固定金利期間選択型10年

固定金利期間選択型10年超

全期間固定金利型10年超20年以下

全期間固定金利型20年超

1.8

66.7

0.4

0.2

59.0

43.0

7.9

7.9

2.3

0.0

1.0

64.8

0.3

0.3

50.5

46.3

9.5

10.3

2.5

0.3

2.0

68.2

1.7

1.4

52.3

45.4

8.1

5.2

2.0

0.3

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

景気に左右されず支払い計画を

立てられるから

現在の金利が低いから

金利が上昇した時に月々の支払額

が上昇するのがいやだから

今後、金利が上昇すると思ったから

今後も金利はそれほど上昇しないと

思ったから

金利が上昇しても全体の支払額は

固定金利より有利だと思ったから

現在の金利に満足しているから

金利が下がったら月々の支払額が

少なくなるから

その他

無回答

2020年度
(N=568)

2019年度
(N=400)

2018年度
(N=346)

（％）

※複数回答

18.9

45.9

23.8

11.5

19.7

27.0

10.7

8.2

6.6

0.0

24.3

48.6

10.8

14.4

20.7

24.3

13.5

5.4

6.3

0.0

25.2

60.2

14.6

20.3

15.4

23.6

11.4

4.1

7.3

0.0

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

景気に左右されず支払い計画を

立てられるから

現在の金利が低いから

金利が上昇した時に月々の支払額

が上昇するのがいやだから

今後、金利が上昇すると思ったから

今後も金利はそれほど上昇しないと

思ったから

金利が上昇しても全体の支払額は

固定金利より有利だと思ったから

現在の金利に満足しているから

金利が下がったら月々の支払額が

少なくなるから

その他

無回答

2020年度
(N=122)

2019年度

(N=111)

2018年度
(N=123)

（％）（％）

※複数回答

57.4

38.9

37.0

20.4

9.3

13.0

9.3

0.0

3.7

0.0

40.4

50.9

29.8

26.3

14.0

17.5

8.8

0.0

7.0

0.0

42.9

49.2

38.1

28.6

7.9

19.0

12.7

4.8

3.2

1.6

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

景気に左右されず支払い計画を

立てられるから

現在の金利が低いから

金利が上昇した時に月々の支払額

が上昇するのがいやだから

今後、金利が上昇すると思ったから

今後も金利はそれほど上昇しないと

思ったから

金利が上昇しても全体の支払額は

固定金利より有利だと思ったから

現在の金利に満足しているから

金利が下がったら月々の支払額が

少なくなるから

その他

無回答

2020年度
(N=54)

2019年度
(N=57)

2018年度
(N=63)

（％）

※複数回答

■ 利用した民間ローンの金利タイプでは変動金利型が 7 割超に増加、固定金利型の利用率は減

少、固定金利では期間選択型、全期間固定型とも１０年超のものに増加傾向 
 

 利用した民間ローンの金利タイプについては、「変動金利型」が最も多く 73.8％となっており、次

いで「固定金利期間選択型」（15.3％）、「全期間固定金利型」（6.2％）、「ミックスプラン注）」（4.1％）

となった。また、変動金利型は２年連続で増加傾向がみられる一方、それ以外は減少傾向となっ

ている（図 3）。 
（注）契約当初に複数の金利タイプを選択する住宅ローンのこと。 
 

図3 利用した民間ローンの金利タイプ 

 

 

 

 

 

図4 利用した「固定金利」の固定期間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 金利の選択理由をみると、金利タイプにかかわらず「現在の金利が低いから」との回答が多くな

っている。ただし、全期間固定金利型では、「景気に左右されず支払い計画を立てられるから」の

割合が 57.4％で最も多くなっている。その他、変動金利型では「今後も金利はそれほど上昇しな

いと思ったから」が昨年に続き半数超となっている。（図 5） 
 

図5 「固定金利」または「変動金利」を選択した理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

 固定金利の利用についてみると、固定金利期間選択型では 10 年以上の利用割合が増加している。

全期間固定金利型では 10 年超 20 年以下に増加傾向がみられる一方で 20 年超では減少傾向とな

っている（図 4）。 

（注）上記集計結果には、「ミックス」利用者のうち金利プランにより借入額が異なる場合の最も借入額が大きい金利プランの回答を含む。 

（注）上記集計結果には、「ミックス」利用者のうち金利プランにより借入額が異なる場合の最も借入額が大きい金利プランの回答を含む。 
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■ 新築・既存ともフラット３５、３５Ｓの利用は昨年度から概ね横ばい 

フラット３５、３５Ｓの主な利用理由は「長期の利率固定」「借入先としての安心感」 
 
 

 フラット３５またはフラット３５Ｓが適用可能な住宅を購入した世帯の中で、実際に融資を利

用した世帯の割合は、新築住宅購入者で 19.3％、既存住宅購入者で 24.8％となった。また、「フ

ラット３５Ｓを利用した」世帯の割合は、新築住宅購入者では 5.3％、既存住宅購入者では 8.4％

となった（図 6,図 7）。 
 

図6 フラット３５またはフラット３５Ｓ利用の有無＜新築住宅購入者＞ 

 

図7 フラット３５またはフラット３５Ｓ利用の有無＜既存住宅購入者＞ 

 
（注）図 6、図 7 の利用率は、フラット３５またはフラット３５Ｓが適用できる住宅に占める、フラット３５またはフラット３５Ｓを利用

した世帯の割合。適用可能な住宅を集計対象としているため、住宅金融支援機構が公表するフラット３５及びフラット３５Ｓの申

請件数に占める、「フラット３５Ｓ」の割合とは異なる（申請件数は技術基準を満たさない場合を含む）。 
 

 フラット３５またはフラット３５Ｓを利用した理由としては、新築・既存ともに「長期の固定の

利率で借りられる」が最も多くなっており、次いで「借入先として安心」となっている。また、

既存住宅購入者では、「金利以外の条件がよかった」割合が 18.6％（対前年度比 9.1 ポイント増）

となっている（図 8）。 

図8 フラット３５またはフラット３５Ｓを利用した理由の変化 

＜新築住宅購入者＞                 ＜既存住宅購入者＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

13.7

12.9

14.0

7.7

7.8

4.50.8

78.6

79.2

80.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2018年度(N=248)

2019年度(N=255)

2020年度(N=265) フラット３５を利用した

フラット３５Ｓを利用した

両方を利用した

利用しなかった

15.2

14.7

16.4

7.4

7.4

6.9 1.5

77.4

77.9

75.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2018年度(N=230)

2019年度(N=285)

2020年度(N=390) フラット３５を利用した

フラット３５Ｓを利用した

両方を利用した

利用しなかった

47.1

37.3

29.4

21.6

3.9

5.9

2.0

2.0

58.2

40.0

18.2

10.9

1.8

9.1

0.0

7.3

56.6

49.1

30.2

28.3

1.9

3.8

1.9

0.0

0 20 40 60 80 100

長期の固定の利率で借りられる

借入れ先として安心

他のローンよりも金利が低かった

不動産会社にすすめられた

親族、知人などにすすめられた

金利以外の条件がよかった

その他

無回答

2020年度
(N=51)

2019年度
(N=55)

2018年度
(N=53)

（％）

※複数回答

48.5

35.1

32.0

32.0

4.1

18.6

7.2

0.0

54.0

41.3

20.6

14.3

4.8

9.5

7.9

0.0

45.5

36.4

29.1

29.1

9.1

3.6

5.5

1.8

0 20 40 60 80 100

長期の固定の利率で借りられる

借入れ先として安心

他のローンよりも金利が低かった

不動産会社にすすめられた

親族、知人などにすすめられた

金利以外の条件がよかった

その他

無回答

2020年度

(N=97)

2019年度
(N=63)

2018年度
(N=55)

（％）

※複数回答
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※ 受贈率は、各年齢層の世帯総数に対する親からの贈与利用者の割合。 

40.0

40.0

50.0

30.3

30.8

14.3 

36.5

10.0

24.0

12.5

9.1

15.4

14.3 

15.6

30.0

18.0

22.5

21.2

15.4

33.3 

22.2

20.0

8.0

10.0

27.3

30.8

23.8 

16.8

0.0

10.0

2.5

9.1

0.0

4.8 

6.0

0.0

0.0

2.5

3.0

7.7

9.5 

3.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

29才以下（N=10)

30～34才（N=50)

35～39才（N=40)

40～44才（N=33)

45～49才（N=13)

50才以上（N=21)

全体（N=167）

500万円以下

500万円超～700万円以下

700万円超～1000万円以下

1000万円超～2000万円以下

2000万円超～3000万円以下

3000万円超

4.5 

2.0 

3.0 

9.0 

3.0 

5.4 

41.8 

26.0 

32.3 

13.4 

27.0 

21.6 

19.4 

20.0 

19.8 

10.4 

22.0 

17.4 

1.5 

0.0 

0.6 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

新築住宅購入者
(N=67)

既存住宅購入者

（N=100)

全体(N=167)

親の年齢54歳未満

親の年齢55～59歳

親の年齢60～64歳

親の年齢65～69歳

親の年齢70～74歳

親の年齢75歳以上

無回答

 
 

■ 贈与した親の年齢が 60歳未満の割合は受贈者の 8.4％ 

世帯主の年齢が若いほど「親からの贈与」を受けた世帯の割合（受贈率）が高い傾向 
  

 「親からの贈与」を受けた世帯の割合（受贈率）は住宅購入者全体の 14.1％であった。世帯主

の年齢別にみると、世帯主の年齢が若いほど親から贈与を受けた世帯の割合が高くなる傾向が

みられている。また、親からの贈与の受贈額が「1,000 万円超」の割合についてみると、「40～

44 才」が最も高く 39.4％、次いで「45～49 才」（38.5％）となっている。また、世帯主の年齢

が上がるほど、受贈額が 3000 万円超の割合が増加する傾向がみられ、50 才以上では１割弱を

占めている（図 9）。 

 

図9 世帯主の年齢別親からの受贈率及び「親からの贈与」の受贈額 

 
 

 

 

 

 

 

   
 
  
 
 

 

 

 

図10  新築・既存別贈与した親の年齢 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 住宅購入資金を贈与した親の年齢が 60 歳未満の世帯割合は、新築住宅購入者で 13.5％、既存住

宅購入者で 5.0％を占めている（図 10）。 

＜受贈率※＞ 

20.0％ 

22.9％ 

16.7％ 

16.3％ 

9.2％ 

6.3％ 

14.1％ 

受贈額 1000万円超 

親の年齢 60歳未満 

２．住宅購入資金における贈与の利用状況 
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■ 直系尊属の住宅取得等資金に係る贈与税の非課税制度の利用者は住宅購入者の 10.8％ 
 

 住宅購入者に占める「直系尊属の住宅取得等資金に係る贈与税の非課税制度」の利用者の割

合は 10.8％、29 才以下が最も高く 16.0％を占める（対前年度比 13.7 ポイント減）（図 11、

上図）。 

 親もしくは祖父母からの贈与を受けた受贈者を対象にした「直系尊属の住宅取得等資金に係

る贈与税の非課税制度」の利用状況は、全体の 72.7％となっている（図 11、下図）。 

 世帯主の年齢別にみると、「直系尊属の住宅取得等資金に係る贈与税の非課税制度」の利用

率は「50 才以上」が 81.0％で最も多く、次いで「40～49 才」（74.5％）となっている（図

11、下図）。 
 

図11 世帯主の年齢別「直系尊属の住宅取得等資金に係る贈与税の非課税制度」の利用状況 

 
 

  
 

 住宅購入に与えた具体的な影響については、新築・既存とも「借入金額を少なくできた」が

最も多く、次いで「住宅を購入することができた」となっている（図 12）。 
 

図12 「直系尊属の住宅取得等資金に係る贈与税の非課税制度」の利用が住宅購入に与えた影響 注） 

＜全体＞        ＜新築住宅購入者＞     ＜既存住宅購入者＞ 

  
 
 

10.8

5.1

10.2

14.9

16.0

4.0

1.2

3.5

6.3

6.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

85.2

93.7

86.3

78.8

78.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（N=1188)

50才以上(N=334)

40～49才(N=343)

30～39才(N=457)

29才以下(N=50) 利用した、または利用する

予定である

利用しなかった、または利

用する予定はない

（利用の有無についての）

無回答

親族からの贈与を受けて

いない

72.7

81.0

74.5

70.1

72.7

27.3

19.0

25.5

29.9

27.3

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（N=176)

50才以上(N=21)

40～49才(N=47)

30～39才(N=97)

29才以下(N=11)
利用した、または利用する

予定である

利用しなかった、または利

用する予定はない

無回答

58.6 

54.5 

23.4 

8.3 

14.5 

2.8 

0.7 

66.7 

54.3 

18.1 

16.2 

15.2 

1.0 

0.0 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

借入金額を少なくできた

住宅を購入することができた

住宅の購入時期を早めた

当初の予定よりも広さや仕様がよりよい

住宅を購入できた

当初の予定よりも立地のよい住宅を購

入することができた

その他

無回答

2020年度
(N=145)

2019年度
(N=105)

（％）

54.2 

54.2 

25.4 

8.5 

13.6 

1.7 

1.7 

67.3 

61.2 

14.3 

18.4 

20.4 

0.0 

0.0 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

2020年度
(N=59)

2019年度
(N=49)

（％）

61.6 

54.7 

22.1 

8.1 

15.1 

3.5 

0.0 

66.1 

48.2 

21.4 

14.3 

10.7 

1.8 

0.0 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

2020年度
(N=86)

2019年度
(N=56)

（％）

「親からの贈与」もしくは「祖父母からの贈与」を
受けた者を対象に集計した場合。 

（注）「直系尊属の住宅取得等資金に係る贈与税の非課税制度」利用者のうち、同制度が住宅購入に影響したと回答した者を対象としている。 
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9.5

8.5

7.3

7.7

5.7

7.1

7.1

23.8

13.1

12.5

10.9

9.8

14.1

10.7

21.7

23.9

16.4

9.8

10.3

9.0

10.2

21.7

26.7

24.6

23.5

24.7

17.3

18.3

1.6

2.8

4.3

7.7

4.6

7.1

6.1

6.9

9.1

16.4

14.8

15.5

20.5

23.4

3.2

3.4

6.5

8.7

9.2

7.1

9.1

0.5

4.0

3.0

4.4

4.0

5.1

7.6

2.1

1.7

1.3

1.6

1.7

3.8

2.5

0.5

2.3

2.2

2.2

2.9

1.3

0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2014年度
(n=189)

2015年度
(n=176)

2016年度
(n=232)

2017年度
(n=183)

2018年度
(n=158)

2019年度
(n=156)

2020年度
(n=197)

-3千万円以下

-3千万円～

-2千万円

-2千万円～

-1千万円

-1千万円～

-500万円

-500万円～

0円未満

差額なし（0円）

0円超～

500万円

500万円～

1千万円

1千万円～

2千万円

2千万円～

3千万円

3千万円以上

85.2

76.7

66.4

60.6

62.0

55.2

51.4

1.6

2.8

4.3

7.7

4.6

7.1

6.1

13.2

20.5

29.4

31.7

33.3

37.8

42.6

0% 50% 100%

2014年度
(n=189)

2015年度
(n=176)

2016年度
(n=232)

2017年度
(n=183)

2018年度
(n=158)

2019年度
(n=156)

2020年度
(n=197)

ﾏｲﾅｽの

売却差

額発生

差額なし ﾌﾟﾗｽの

売却差

額発生

4.3 

2.9 

0.0 

0.0 

6.3 

0.0 

0.0 

4.3 

35.7 

14.0 

9.5 

5.1 

7.7 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

5.6 

14.8 

8.7 

14.3 

20.0 

9.5 

7.1 

7.1 

4.3 

0.0 

5.9 

4.3 

12.9 

18.8 

8.3 

29.6 

21.7 

0.0 

12.0 

14.3 

10.7 

14.1 

4.3 

0.0 

5.9 

8.7 

6.5 

18.8 

13.9 

3.7 

17.4 

7.1 

12.0 

11.9 

10.2 

9.0 

17.4 

30.0 

23.5 

17.4 

29.0 

12.5 

16.7 

22.2 

13.0 

14.3 

12.0 

16.7 

18.3 

17.3 

4.3 

20.0 

8.8 

13.0 

9.7 

0.0 

5.6 

3.7 

8.7 

7.1 

2.0 

4.8 

6.1 

7.1 

52.2 

35.0 

35.3 

43.5 

16.1 

25.0 

19.4 

18.5 

4.3 

21.4 

18.0 

4.8 

23.4 

20.5 

8.7 

10.0 

2.9 

8.7 

6.5 

12.5 

22.2 

0.0 

21.7 

0.0 

0.0 

7.1 

9.1 

7.1 

0.0 

5.0 

11.8 

4.3 

12.9 

6.3 

8.3 

7.4 

0.0 

0.0 

8.0 

4.8 

7.6 

5.1 

4.3 

0.0 

2.9 

0.0 

6.5 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

2.0 

14.3 

2.5 

3.8 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

2.4 

0.0 

1.3 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2020年度(N=23)[平均-136.1万円]

2019年度(N=20)[平均187.6万円]

2020年度(N=34)[平均19.7万円]

2019年度(N=23)[平均66.1万円]

2020年度(N=31)[平均108.2万円]

2019年度(N=16)[平均-351.9万円]

2020年度(N=36)[平均-22.5万円]

2019年度(N=27)[平均-708.1万円]

2020年度(N=23)[平均-686.5万円]

2019年度(N=14)[平均-1666.4万円]

2020年度(N=50)[平均-1089.0万円]

2019年度(N=42)[平均-313.5万円]

2020年度(N=197)[平均-318.7万円]

2019年度(N=156)[平均-411.3万円]

5
年
以
内

5
年
超
～

1
0
年
以
内

1
0
年
超
～

1
5
年
以
内

1
5
年
超
～

2
0
年
以
内

2
0
年
超
～

2
5
年
以
内

2
5
年
超

全
体

-3千万円以下 -3千万円～-2千万円未満 -2千万円～-1千万円未満 -1千万円～-500万円未満 -500万円～0円未満 差額なし（0円）

0円超～500万円未満 500万円～1千万円未満 1千万円～2千万円未満 2千万円～3千万円未満 3千万円以上

 
 
 

■ プラスの売却差額※発生世帯は前年度から 4.8ポイント増加（42.6％） 

マイナスの売却差額※発生世帯は前年度から 3.8ポイント減少（51.4％） 

※売却差額とは自己所有住宅の売却時の価格から購入時の価格を差し引いた額のこと。 

 

 自己所有住宅から住み替えた世帯の 63.6％にあたる 208 世帯が従前住宅を売却している（表

外）。このうち購入額と売却額の回答があった 197 世帯について売却差額を整理すると、マイナ

スの売却差額が発生している世帯は 51.4％（対前年度比 3.8 ポイント減）、プラスの売却差額が

発生している世帯は 42.6％（対前年度比 4.8 ポイント増）となっている（図 13）。 

 売却差額の分布状況をみると、0 円超～500 万円のプラスが 2.9 ポイント増、500 万円～1 千万

円のプラスが 2.0 ポイント増、1 千万円～2 千万円のプラスが 2.5 ポイント増となっており、こ

れがプラスの売却差額発生の増加に寄与している（図 13）。 

図13  調査年度別売却差額の発生状況 
 
 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 

 築年数別の売却差額の発生状況をみると、築年数が古くなるほど、マイナスの売却差額の割合

が高くなる傾向がみられる（図 14）。 

 特に築年数 5 年以内の住宅について、0 円超～500 万円未満の売却差額の割合が昨年度に比べ

て多くなっていることがみてとれる（図 14）。 

図14 売却住宅の売却時築年数別、売却差額の発生状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜平均購入額、平均売却額＞ 

（購入）4055.3万円 

（売却）3717.4万円 

（購入）3824.2万円 

（売却）3463.4万円 

（購入）4073.6万円 

（売却）3512.2万円 

（購入）3937.5万円 

（売却）3454.2万円 

（購入）3536.7万円 

（売却）3070.8万円 

（購入）3596.6万円 

（売却）3074.4万円 

（購入）3757.3万円 

（売却）2780.3万円 

３．買い換えによる売却差額の発生状況 

マイナスの売却差額発生 

（注）各年度の平均購入額および平均売却額は、2.5％トリム平均と
している（上位 2.5％、下位 2.5％を排除して計算）。 

 

プラスの売却差額発生 

（注 1） [ ]内の額は平均売却差額であり、2.5％トリム平均としている（上位 2.5％、下位 2.5％を排除して計算）。 
（注 2）2020 年度は、築 5 年以内が 2014 年以降竣工、築 5 年超～10 年以内が 2009～2013 年竣工、以下 5 年毎。2019 年度は、築 5 年以内が 2013 年

以降竣工、築 5 年超～10 年以内が 2008～2012 年竣工、以下 5 年毎。 
（注 3）全体集計には、売却時築年数が無回答のものを含む。 
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0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

11.1 

0.0 

7.1 

9.5 

4.7 

0.0 

0.0 

42.9 

9.5 

9.3 

22.2 

28.6 

14.3 

12.8 

11.8 

33.3 

50.0 

7.1 

33.3 

25.6 

88.2 

100.0 

55.6 

27.8 

14.3 

33.3 

47.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2013年以降

（N=17）

2008～2012年

（N=7）

2003～2007年

（N=9）

1998～2002年

（N=18）

1993～1997年

（N=14）

1992年以前

（N=21）

全体

（N=86）

-5千万円以下

-5千万円～-4千万円

-4千万円～-3千万円

-3千万円～-2千万円

-2千万円～1千万円

-1千万円～0円未満

大 小マイナスの売却差額

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

8.7 

2.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

4.3 

1.0 

0.0 

0.0 

17.6 

17.4 

6.9 

0.0 

17.6 

35.3 

21.7 

13.9 

21.4 

9.1 

21.1 

23.5 

29.4 

17.4 

20.8 

78.6 

90.9 

78.9 

58.8 

17.6 

30.4 

55.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2014年以降

（N=14）

2009～2013年

（N=11）

2004～2008年

（N=19）

1999～2003年

（N=17）

1994～1998年

（N=17）

1993年以前

（N=23）

全体

（N=101）

-5千万円以下

-5千万円～-4千万円

-4千万円～-3千万円

-3千万円～-2千万円

-2千万円～1千万円

-1千万円～0円未満

大 小マイナスの売却差額

 
 
 

■ マイナスの売却差額発生世帯の平均差額は前年度から減少し 1186.4万円 
 

 マイナスの売却差額発生世帯は従前住宅を平均 4253.2 万円（前年度 3998.9 万円）で購入し、

平均 2980.7 万円（前年度 2678.4 万円）で売却しており（表外）、その差額平均は前年度から減

少し 1186.4 万円（前年度 1297.1 万円）であった。 

 売却住宅の取得年別にマイナスの売却差額の発生状況をみると、取得年が 1999 年以前は売却

差額が大きく、取得年が新しくなるほどマイナスの売却差額が比較的小さい（図 15）。  
  

図15 売却住宅の取得年（入居年）別マイナスの売却差額発生状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考）昨年度の売却住宅の取得年（入居年）別マイナスの売却差額発生状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．マイナスの売却差額発生世帯の状況 

（注 1）平均売却差額は、2.5％トリム平均としている（上位 2.5％、下位 2.5％を排除して計算）。 
（注 2）全体集計は取得時期が判明しているものの合計。 

＜平均売却差額＞ 

  -485.7万円 

 

-424.4万円 

 

-603.6万円 

 

-983.5万円 

 

-2123.5万円 
 

-6250.4万円 

 

-1186.4万円 

（注 1）平均売却差額は、2.5％トリム平均としている（上位 2.5％、下位 2.5％を排除して計算）。 
（注 2）全体集計は取得時期が判明しているものの合計。 

＜平均売却差額＞ 

  -422.9万円 

 

-412.9万円 

 

-1046.7万円 

 

-1315.6万円 

 

-2645.8万円 
 

-1337.5万円 

 

-1297.1万円 
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61.5 

37.6 

36.4 

14.3 

10.2 

14.6 

17.8 

3.5 

5.0 

0.3 

63.6 

39.4 

35.5 

17.3 

12.8 

14.0 

19.4 

2.4 

2.7 

0.3 

64.4

37.6

32.6

20.0

13.5

22.6

16.5

4.7

2.4

0.3

57.6

33.7

34.9

21.9

15.0

21.2

12.0

2.0

7.5

0.7

0 20 40 60 80 100

新築の方が気持ちが良いから

長く住むつもりだから

好みに合う既存物件がなかった

から

既存住宅では耐久性や品質に

不安があるから（耐震性は除く）

新築住宅に比べて耐震性に不

安があるから

安くてもリフォーム費用などがか

かるから

新築住宅のほうが税制面で有

利だから

既存は住宅融資を利用しにくい

から

その他

無回答

（％）

2020年度

（N=343)

2019年度

（N=335)

2018年度

（N=340)

2017年度

（N=401)

68.4 

68.6 

47.0 

31.8 

19.6 

20.2 

8.8 

13.6 

1.5 

3.3 

0.9 

68.9 

59.7 

43.7 

31.5 

19.4 

16.0 

6.3 

10.2 

2.7 

3.2 

2.1 

67.0

64.9

40.8

34.7

22.1

21.9

8.5

13.8

2.6

2.8

0.6

62.8

58.1

44.0

37.2

17.4

16.5

5.4

8.6

1.7

3.6

5.3

0 20 40 60 80 100

希望エリアの物件だったから

手頃な価格だったから

良質な物件だったから

新築にはこだわらなかったから

早く入居できるから

リフォームするつもりだったから

いずれまた住み替えをするから

多くの既存物件から選ぶことが

できたから

いずれ建替えようと思っている

から

その他

無回答

2020年度

（N=845)

2019年度

（N=620)

2018年度

（N=530)

2017年度

（N=666)

（％）

 
 
 
 

■ 既存住宅購入者のうち、既存住宅を中心に探した割合は半数超 

新築住宅購入者は、既存住宅購入者に比べて「新築住宅のみ」を探す割合が高い 
 

 既存住宅購入者のうち、「既存住宅のみ」「主に既存住宅」を探した割合は 52.4％となっており

半数超を占めている（図 16）。 
 

図16 住宅購入にあたって探した住宅 

 

 
 
 

■ 既存住宅購入者の購入理由は昨年度と変わらず希望エリアで手頃な価格の良質な物件 

 

 既存住宅購入者の購入理由は、「手頃な価格だったから」（68.6％）、「希望エリアの物件だったか

ら」（68.4％）、「良質な物件だったから」（47.0%）が上位 3 位を占めており、立地や価格の手頃

さに次いで、住宅の質が購入の決め手となっていることがうかがえる（図 17）。 

 新築住宅購入者の既存住宅を購入しなかった理由についてみると、「新築住宅に比べて耐震性に

不安があるから」「既存住宅では耐久性や品質に不安があるから」は減少傾向がみられる（図 18）。 
 

図17  既存住宅を購入した理由 

＜既存住宅購入者＞ 

図18  既存住宅を購入しなかった理由 

＜新築住宅購入者＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
  
  

53.2 

48.7 

46.4 

28.5 

29.7 

32.7 

17.1 

20.2 

19.2 

0.3 

0.9 

1.5 

0.9 

0.6 

0.3 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2018年度(N=340)

2019年度(N=335)

2020年度(N=343)
新築住宅のみ

主に新築住宅

新築・既存にはこだわらなかった

主に既存住宅

無回答

23.6 

23.5 

24.7 

28.1 

25.3 

27.7 

45.3 

46.5 

44.3 

3.0 

4.4 

3.2 

0.0 

0.3 

0.1 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2018年度(N=530)

2019年度(N=620)

2020年度(N=845)
既存住宅のみ

主に既存住宅

新築・既存にはこだわらなかった

主に新築住宅

無回答

※ 複数回答 ※ 複数回答 

＜新築住宅購入者＞ 

＜既存住宅購入者＞ 

５．既存住宅購入に対する意識 
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19.2 

21.3 

20.8 

32.2 

9.8 

15.8 

9.6 

21.8 

18.1 

39.0 

47.1 

44.7 

0.0 

0.0 

0.6 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

既存戸建て（N=146）

既存マンション（N=376）

既存住宅（N=530）

建物保証と住宅設備保証を利用

建物保証のみ利用

住宅設備保証のみ利用

利用しなかった

無回答

12.7 

9.5 

4.2 

9.0 

30.9 

20.2 

15.6 

22.8 

40.0 

40.5 

36.5 

39.0 

16.4 

29.8 

43.8 

29.3 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建物保証及び住宅設備保

証を利用した場合（N=110）

建物保証のみ利用した場合

（N=84）

住宅設備保証のみ利用した

場合（N=96）

住宅保証利用者全体

（N=290）

大きく影響した

影響した

多少影響した

影響しなかった

無回答

15.7

15.9

4.5

12.5

24.2

23.2

14.4

21.0

37.6

32.6

48.5

39.3

22.5

28.3

32.6

27.2

0.0

0.0

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建物保証及び住宅設備保

証を利用した場合(N=178)

建物保証のみ利用した場合
(N=138)

住宅設備保証のみ利用した

場合(N=132)

住宅保証利用者全体
(N=448)

大きく影響した

影響した

多少影響した

影響しなかった

無回答

 
 
 
 

■ 不動産会社等による住宅保証の利用率は 53.0％、うち建物保証の利用が 37.4％ 

「既存住宅売買かし保険」を利用した既存住宅購入者の割合は 10.3％ 
 

 既存住宅購入者における不動産会社等による住宅保証の利用状況をみると、住宅保証の利用率

は 53.0％となっており、うち建物保証の利用が 37.4％を占めている。建て方別に建物保証の利

用状況をみると、既存戸建てでは建物保証を利用した購入者が 51.4％、既存マンションでは

31.6％となった（図 19）。 

 不動産会社等による住宅保証が今回の住宅購入に多少なりとも影響したとの回答は、住宅保証

利用者の 72.8％を占めている（図 20）。 
 
 

図19 不動産会社等による住宅保証の利用状況＜既存住宅購入者＞ 

 

（参考）昨年度の不動産会社等による住宅保証の利用状況＜既存住宅購入者＞ 

 

 

 

 

 
     

図20 不動産会社等による住宅保証の住宅購入への影響＜既存住宅購入者＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（参考）昨年度の不動産会社等による住宅保証の住宅購入への影響＜既存住宅購入者＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

23.7

19.9

21.1

27.7

11.7

16.3

7.6

19.4

15.6

40.2

47.9

45.9

0.8

1.0

1.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

既存戸建て(N=249)

既存マンション(N=582)

既存住宅(N=845)

建物保証と住宅設備保証を利用

建物保証のみ利用

住宅設備保証のみ利用

利用しなかった

無回答

６．既存住宅購入にあたっての建物検査の実施状況等 

多少なりとも影響した 

多少なりとも影響した 
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14.7

9.3

10.6

84.7

90.0

88.4

0.6

0.7

1.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

既存戸建て(N=177)

既存マンション(N=432)

既存住宅(N=620)

利用した

利用していない

無回答

22.9

15.4

18.4

31.4

17.3

23.0

22.9

34.6

29.9

22.9

32.7

28.7

0.0

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

既存戸建て(N=35)

既存マンション(N=52)

既存住宅(N=87)

大きく影響した

影響した

多少影響した

影響しなかった

無回答

 既存住宅購入者における「既存住宅売買かし保険（国が指定する住宅瑕疵担保責任保険法人が提供する保険）」

の利用率は 10.3％となっている（図 21）。 

 利用者について「既存住宅売買かし保険」が今回の住宅購入に与えた影響度をみると、多少なり

とも影響したとの回答は 71.3％となっている。既存戸建てでは 77.2％と昨年度から 23.4 ポイ

ント増となっている（図 22）。 
 
 

図21 「既存住宅売買かし保険」の利用状況＜既存住宅購入者＞ 

 
 
 

（参考）昨年度の「既存住宅売買かし保険」の利用状況＜既存住宅購入者＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図22 「既存住宅売買かし保険」の住宅購入への影響＜既存住宅購入者＞ 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（参考）昨年度の「既存住宅売買かし保険」の住宅購入への影響＜既存住宅購入者＞ 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

14.1

8.9

10.3

85.1

90.2

88.9

0.8

0.9

0.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

既存戸建て(N=249)

既存マンション(N=582)

既存住宅(N=845)

利用した

利用していない

無回答

多少なりとも影響した 

多少なりとも影響した 

11.5

2.5

6.1

23.1

20.0

21.2

19.2

45.0

34.8

46.2

32.5

37.9

0.0

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

既存戸建て(N=26)

既存マンション(N=40)

既存住宅(N=66)

大きく影響した

影響した

多少影響した

影響しなかった

無回答
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17.5

11.8

13.4

9.6

0.9

3.4

7.3

1.6

3.2

65.0

84.3

78.7

0.6

1.4

1.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

既存戸建て
(N=177)

既存マンション
(N=432)

既存住宅
(N=620)

既に売主がおこなっていた

売主に依頼しておこなってもらった

（費用は売主が負担した）

売主に依頼しておこなってもらった

（費用は自ら負担した）

おこなわなかった

無回答

62.6 

39.8 

46.0 

37.4 

60.2 

54.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

既存戸建て（N=177）

既存マンション（N=432）

既存住宅（N=620）

いずれかの検査をおこなった

どの検査もおこなっていない

無回答

22.5

9.5

13.3

4.0

0.9

1.9

7.6

0.9

2.8

64.7

88.3

81.2

1.2

0.5

0.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

既存戸建て
(N=249)

既存マンション
(N=582)

既存住宅
(N=845)

既に売主がおこなっていた

売主に依頼しておこなってもらった

（費用は売主が負担した）
売主に依頼しておこなってもらった

（費用は自ら負担した）
おこなわなかった

無回答

65.5

40.4

47.7

33.3

57.9

50.8

1.2

1.7

1.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

既存戸建て(N=249)

既存マンション(N=582)

既存住宅(N=845)

いずれかの検査をおこなった

どの検査もおこなっていない

無回答

 

■ 民間の建物検査（ホーム・インスペクション）注 1）の実施率は 18.0％と 2.0ポイント減 

既存住宅の購入にあたっての建物検査注 2）の実施率は 47.7％ 

（注 1） 不動産会社等による住宅保証や「既存住宅売買かし保険」の利用にあたって実施された検査を除く。なお、不動産会

社が提供する無償のインスペクションサービス（主に買主側の購入申込前に実施）がおこなわれた場合を含む。 

（注 2） 不動産会社等による建物保証及び「既存住宅売買かし保険」の利用にあたって実施された検査、ならびにそれ以外に

おこなった民間の建物検査（ホーム・インスペクション）。 
 
 

 不動産会社等による住宅保証もしくは「既存住宅売買かし保険」を利用する際に実施された検

査以外におこなわれた民間の建物検査（ホーム・インスペクション）※1の実施率は、「既に売主

がおこなっていた」が 13.3％、「売主に依頼しておこなってもらった」が 4.7％、合計 18.0％と

なっている（図 23）。 

 既存住宅の購入にあたって何らかの建物検査※2 をおこなった購入者は、既存住宅購入者の

47.7％となっている。既存戸建て購入者が 65.5％と７割弱になっているほか、既存マンション

購入者が 40.4％で前年度から 0.6 ポイント増加している（図 24）。 
 

図23 民間の建物検査（ホーム・インスペクション）※1の実施状況＜既存住宅購入者＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※1 不動産会社等による住宅保証や「既存住宅売買かし保険」の利用にあたって実施された検査を除く。なお、不動産会社が提供する無償

のインスペクションサービス（主に買主側の購入申込前に実施）がおこなわれた場合を含む。 

   
（参考）昨年度の民間の建物検査（ホーム・インスペクション）の実施状況＜既存住宅購入者＞ 

 

 

 

 

 

 
 

図24 住宅購入にあたっての建物検査※2の実施状況＜既存住宅購入者＞ 

 

 

 

 

 
 

※2 不動産会社等による建物保証及び「既存住宅売買かし保険」の利用にあたって実施された検査、ならびそれ以外におこなった民間の建

物検査（ホーム・インスペクション）。 

 

（参考）昨年度の住宅購入にあたっての建物検査の実施状況＜既存住宅購入者＞ 
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■ 重要事項説明にかかった時間は新築、既存とも 1時間～1時間半未満が約半数 

■ 重要事項説明にかかる時間について、新築では１時間半以上、既存では２時間以上になると

「やや長い」「長い」と感じる割合が増加する傾向 

■ マンション購入者が重要事項説明に説明を受けるマンション管理情報の中で特に重要だと

思うものとしては月々支払う修繕積立金や管理費用など金銭面の項目の割合が高い 

 

 重要事項説明にかかった時間をみると、新築、既存とも 1 時間～1 時間半未満が約半数で最も

多く、次いで 1 時間半～2 時間未満となっている。なお、この傾向は、戸建て、マンションの別

を問わず同様であることがみてとれる（図 25）。 

 重要事項説明にかかった時間に対する妥当性については、新築では 67.3％、既存では 75.1％が

「概ね妥当」となっている。また、新築、既存ともマンションに比べて戸建ての方が「概ね妥

当」の割合が高くなっている（図 26）。 
 

図25  重要事項説明にかかった時間 

 

 
 

図26  重要事項説明にかかった時間の妥当性 

 

 

 

20.3 

16.8 

17.5 

56.5 

54.4 

54.8 

18.8 

23.7 

22.7 

4.3

4.7

4.7

0.0

0.4

0.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

新築戸建て(N=69)

新築マンション(N=274)

新築計(N=343)

1時間未満

1時間～1時間半未満

1時間半～2時間未満

2時間以上

無回答

18.5 

19.4 

19.1 

48.6 

49.7 

49.5 

27.3 

24.7 

25.6 

5.6

6.2

5.9

0.0

0.0

0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

既存戸建て(N=249)

既存マンション(N=582)

既存計(N=845)

1時間未満

1時間～1時間半未満

1時間半～2時間未満

2時間以上

無回答

79.7 

64.2 

67.3 

15.9 

24.1 

22.4 

2.9 

8.0 

7.0 

1.4

2.9

2.6

0.0

0.4

0.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

新築戸建て(N=69)

新築マンション(N=274)

新築住宅購入者(N=343)

概ね妥当

やや長いと感じた

長いと感じた

やや短いと感じた

短いと感じた

無回答

80.3 

73.2 

75.1 

14.5 

18.0 

17.2 

3.2 

7.7 

6.4 

2.0

0.7

1.1

0.0

0.3

0.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

既存戸建て(N=249)

既存マンション(N=582)

既存住宅購入者(N=845)

概ね妥当

やや長いと感じた

長いと感じた

やや短いと感じた

短いと感じた

無回答

７．重要事項説明の現状 
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 重要事項説明にかかった時間とかかった時間の妥当性の関係をみると、戸建て・マンションに

関わらず、新築では説明時間が 1 時間半以上、既存では説明時間が 2 時間以上になると「やや

長いと感じた」「長いと感じた」の割合が大きく増加する傾向がみられる。この傾向は新築・既

存とも、戸建て住宅に比べてマンションの方がより顕著であることがみてとれる（図 27）。 

図27  重要事項説明にかかった時間と妥当性の関係 

＜新築戸建て＞                 ＜新築マンション＞ 

   

＜既存戸建て＞                 ＜既存マンション＞ 

   

 

 マンション購入者の重要事項説明時に伝えられるマンション管理情報で特に重要と思ったもの

として最も多いのは「月々支払う修繕積立金額やマンション全体での計画修繕積立金の積立状

況」、「月々の管理費用」など金銭面の項目の割合が特に高くなっている。その他、既存マンショ

ンでは、「共用部分の修繕実績、専有部分のリフォーム実績等の建物の維持修繕実施状況の記録」

が 36.6％となっている（図 28）。 
 

図28  重要事項説明時のマンション管理情報のうち特に重要と思ったもの ＜マンション購入者＞ 

 

85.7 

84.6 

61.5 

66.7 

79.7 

7.1 

15.4 

23.1 

33.3 

15.9 

0.0 

0.0 

15.4 

0.0 

2.9 

7.1

0.0

0.0

0.0

1.4

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1時間未満

(N=14)

1時間～1時間半未満

(N=39)

1時間半～2時間未満

(N=13)

2時間以上

(N=3)

新築戸建て計

(N=69)

概ね妥当 やや長いと感じた 長いと感じた
やや短いと感じた 短いと感じた 無回答

84.8 

69.8 

46.2 

23.1 

64.2 

6.5 

22.8 

36.9 

38.5 

24.1 

0.0 

5.4 

13.8 

38.5 

8.0 

6.5

2.0

3.1

0.0

2.9

2.2

0.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1時間未満

(N=46)

1時間～1時間半未満

(N=149)

1時間半～2時間未満

(N=65)

2時間以上

(N=13)

新築マンション計

(N=274)

概ね妥当 やや長いと感じた 長いと感じた
やや短いと感じた 短いと感じた 無回答

89.1 

80.2 

77.9 

64.3 

80.3 

8.7 

14.9 

16.2 

21.4 

14.5 

0.0 

2.5 

4.4 

14.3 

3.2 

2.2

2.5

1.5

0.0

2.0

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1時間未満

(N=46)

1時間～1時間半未満

(N=121)

1時間半～2時間未満

(N=68)

2時間以上

(N=14)

既存戸建て計

(N=249)

概ね妥当 やや長いと感じた 長いと感じた

やや短いと感じた 短いと感じた 無回答

83.2 

76.5 

66.7 

41.7 

73.2 

7.1 

18.7 

24.3 

22.2 

18.0 

5.3 

4.5 

9.0 

36.1 

7.7 

2.7

0.3

0.0

0.0

0.7

1.8

0.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1時間未満

(N=113)

1時間～1時間半未満

(N=289)

1時間半～2時間未満

(N=144)

2時間以上

(N=36)

既存マンション計

(N=582)

概ね妥当 やや長いと感じた 長いと感じた

やや短いと感じた 短いと感じた 無回答

25.2 

43.1 

84.3 

68.2 

12.0 

16.4 

0.7 

1.5 

0.7 

28.2 

28.2 

77.7 

58.8 

19.2 

36.6 

0.3 

5.3 

0.2 

27.2 

32.9 

79.8 

61.8 

16.9 

30.1 

0.5 

4.1 

0.4 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

ペット飼育、楽器使用、リフォーム、居住目的以外での利用

に関する制限等

駐車場、駐輪場、バルコニーや専用庭の使用権や使用料

等

月々支払う修繕積立金額やマンション全体での計画修繕

積立金の積立状況等

月々の管理費用（修繕積立金とは別に、マンション管理の

ために毎月支払う金額）

マンション管理組合の名称や、管理を委託している管理会

社等の情報

共用部分の修繕実績、専有部分のリフォーム実績等の建

物の維持修繕実施状況の記録

その他

特になし

無回答

新築マンション(N=274)

既存マンション(N=582)

マンション計(N=856)

※複数回答

(%)

概ね妥当 概ね妥当 

（注）無回答のみ値非表示。また、「新築マンション計」には、重要事項説明にかかった時間が「無回答」のものを含む。 
 

概ね妥当 概ね妥当 
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56.0 

59.7 

48.4 

45.1 

26.0 

49.7 

26.0 

27.1 

35.3 

35.3 

44.0 

32.8 

18.0 

13.1 

15.7 

19.6 

29.3 

17.1 

0.0

0.0

0.6

0.0

0.7

0.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

29才以下(N=50)

30～39才以下(N=457)

40～49才以下(N=343)

50～59才以下(N=184)

60才以上(N=150)

全体(N=1188)

利用したいと思う 積極的には利用しないと思う 利用しないと思う 無回答

 

 

■ 今後住宅を購入する際の IT 重説の利用意向は全体の半数弱、若いほど利用意向は高い 

■ 利用したいと思う理由としては「不動産会社に行く手間が省けるから」、利用しないと思う

理由としては「住宅購入に関わる大事なことなので対面での説明がよい」が年齢を問わず多

い 
 

 今後住宅を購入する際に IT 重説を利用できるとした場合の利用意向について尋ねたところ、住

宅購入者全体の 49.7％が「利用したいと思う」と回答した。また、年齢別にみると、年齢が若

いほど利用意向が高い。ただし、29 才以下では「利用しないと思う」と回答した割合が 30 代、

40 代よりも高くなっている（図 29）。 

 IT 重説を利用したいと思う理由としては、「不動産会社に行く手間が省けるから」が年齢を問わ

ず最も高くなっており、全体では 80.5％となっている。また、年齢が若くなるほど「重要事項

説明の日程調整の幅が広がるから」の割合が高くなる傾向がみられる（図 30）。 

 IT 重説を利用しないと思う理由としては「住宅購入に関わる大事なことなので対面での説明が

よいと考えるから」が年齢を問わず最も多く、全体では 76.6％となっている（図 31）。 
 

図29  世帯主の年齢別・今後住宅を購入する際の IT重説の利用意向 

 

 

 

 

 

 

 

 

図30  世帯主の年齢別・IT 重説を利用したいと思う理由 図31  世帯主の年齢別・IT 重説を利用しないと思う理由 

 

82.1 

78.6 

7.1 

28.6 

0.0 

0.0 

83.2 

68.9 

9.9 

40.7 

0.4 

0.0 

81.3 

62.7 

9.0 

39.2 

1.8 

0.0 

72.3

51.8

14.5

38.6

1.2

0.0

74.4

41.0

12.8

38.5

0.0

0.0

80.5

63.5

10.3

39.3

0.8

0.0

0 20 40 60 80 100

不動産会社に行く手間が省けるから

重要事項説明を実施する日程調整の幅が

広がるから

対面よりも分からない点など質問がしやす

いと思うから

長時間の相対による説明を回避できるか

ら（ウィルスなどの感染リスクを回避できる

から）

その他

無回答

29才以下(N=28)

30～39才以下(N=273)

40～49才以下(N=166)

50～59才以下(N=83)

60才以上(N=39)

全体(N=591)

※複数回答

(%)

72.7 

9.1 

18.2 

9.1 

0.0 

71.7 

36.4 

15.2 

4.3 

0.0 

81.1 

21.1 

9.1 

4.6 

0.0 

82.2

22.8

13.9

5.0

2.0

73.6

28.2

13.6

5.5

1.8

76.6

27.2

13.0

4.9

0.7

0 20 40 60 80 100

住宅購入に関わる大事なことなので対面

での説明がよいと考えるから

テレビ電話等での会話や書類の画面確認

といったやり取りに不安があるから

IT重説を行うための十分なＩＴ環境が整っ

ていないと思うから

その他

無回答

29才以下(N=22)

30～39才以下(N=184)

40～49才以下(N=175)

50～59才以下(N=101)

60才以上(N=110)

全体(N=593)

※複数回答

(%)

８．重要事項説明・売買契約締結へのＩＴ利用に対するニーズ 

（注） 図 29 で「利用したと思う」と回答した者が対象。 （注） 図 29 で「積極的には利用しないと思う」、「利用しないと
思う」と回答した者が対象。 
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■ 今後住宅購入の際に IT 重説の利用意向がある場合の重要事項説明書の電子交付の利用意向

は全年齢帯で約 8割 

■ IT 重説における電子書面を利用したいと思う理由として最も多いのは「受取などの手間が

省けるから」 
 

 今後住宅購入の際に IT 重説の利用意向がある方に、重要事項説明書を PDF ファイルなどの電

子データで交付できるとした場合の利用意向について尋ねたところ、「利用したいと思う」が全

年齢帯で高く、約 8 割となった（図 32）。 

 利用したいと思う理由として最も高いのは「書面に比べて受け取りなどの手間が省けるから」

が全体の 75.4％と最も高い（図 33）。 

 利用しないと思う理由として全体で最も多いのは「住宅購入に関わる大事なことなので書面が

よいと考えるから」（71.3％）となっている。（図 34）。 

 

図32  世帯主の年齢別・IT 重説における重要事項説明書の電子交付の利用意向 

 

 
図33  世帯主の年齢別・IT 重説における重要事項 

説明書の電子交付を利用したいと思う理由 
図34  世帯主の年齢別・IT 重説における重要事項 

説明書の電子交付を利用しないと思う理由 

 

 

78.6 

87.9 

80.1 

80.7 

84.6 

83.9 

14.3 

9.9 

12.7 

16.9 

12.8 

12.2 

7.1 

2.2 

7.2 

2.4 

0.0 

3.7 

0.0

0.0

0.0

0.0

2.6

0.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

29才以下(N=28)

30～39才以下(N=273)

40～49才以下(N=166)

50～59才以下(N=83)

60才以上(N=39)

全体(N=591)

利用したいと思う 積極的には利用しないと思う 利用しないと思う 無回答

68.2 

77.3 

63.6 

0.0 

0.0 

80.8 

69.6 

63.3 

1.3 

0.0 

75.2 

59.4 

52.6 

3.0 

0.0 

70.1

64.2

59.7

1.5

0.0

51.5

66.7

57.6

0.0

0.0

75.4

66.3

59.7

1.6

0.0

0 20 40 60 80 100

書面に比べて受け取りなどの手間が省ける

から

保管に場所を取らないから

パソコンやスマートフォンなどでいつでもどこ

からでも内容を確認できるから

その他

無回答

29才以下(N=22)

30～39才以下(N=240)

40～49才以下(N=133)

50～59才以下(N=67)

60才以上(N=33)

全体(N=496)

※複数回答

(%)

66.7 

33.3 

50.0 

0.0 

0.0 

69.7 

27.3 

30.3 

15.2 

0.0 

81.8 

24.2 

27.3 

3.0 

0.0 

56.3

43.8

50.0

0.0

0.0

60.0

20.0

80.0

0.0

0.0

71.3

28.7

37.2

6.4

0.0

0 20 40 60 80 100

住宅購入に関わる大事なことなので書面が

よいと考えるから

送信トラブル等による個人情報漏えいの不

安があるから

電子データの受け取り、保存、閲覧などを行

うIT環境に不安があるから

その他

無回答

29才以下(N=6)

30～39才以下(N=33)

40～49才以下(N=33)

50～59才以下(N=16)

60才以上(N=5)

全体(N=94)

※複数回答

(%)

（注） 図 29 で「利用したと思う」と回答した者が対象。 

（注）図 32 で「利用したと思う」と回答した者が対象。 （注）図 32 で「積極的には利用しないと思う」、「利用しないと
思う」と回答した者が対象。 
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■ 今後、住宅を購入する際の売買契約締結における電子署名の利用意向は全体の半数超 

■ 利用したい理由として最も多いのは「保管に場所を取らないから」、また、年齢が若いほど

「ﾊﾟｿｺﾝやｽﾏｰﾄﾌｫﾝなどでいつでもどこからでも契約締結できるから」の割合が高い 
 

 今後住宅を購入する際、売買契約締結における電子署名注 1）を利用できるとした場合の利用意向

について尋ねたところ、「利用したいと思う」が全体の 53.2％となった。年齢別にみると、IT 重

説（図 29）と同様に年齢が若いほど利用意向が高くなる傾向がみられる（図 35）。 

 利用したいと思う理由としては「保管に場所を取らないから」が全体の 77.2％で最も高い。ま

た、年齢別にみると、年齢が若いほど「パソコンやスマートフォンなどいつでもどこからでも契

約締結できるから」の割合が高くなっている（図 36）。 

 利用しないと思う理由としては「住宅購入に関わる大事なことなので書面がよいと考えるから」

が年代を問わず最も高く、全体で 77.4％となっている。（図 37）。 

（注 1）従来の書面への押印ではなく、電子署名付きの電子データで売買契約締結を行うこと。 

 

図35  世帯主の年齢別・売買契約締結における電子署名の利用意向 

 
 

図36  世帯主の年齢別・売買契約締結における 
電子署名を利用したいと思う理由 

図37  世帯主の年齢別・売買契約締結における 
電子署名を利用しないと思う理由 

  

 

58.0 

65.6 

53.1 

42.9 

27.3 

53.2 

28.0 

24.1 

34.4 

44.6 

47.3 

33.4 

14.0 

10.3 

12.2 

12.5 

25.3 

13.2 

0.0

0.0

0.3

0.0

0.0

0.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

29才以下(N=50)

30～39才以下(N=457)

40～49才以下(N=343)

50～59才以下(N=184)

60才以上(N=150)

全体(N=1188)

利用したいと思う 積極的には利用しないと思う 利用しないと思う 無回答

72.4 

82.8 

58.6 

3.4 

0.0 

81.3 

69.0 

57.7 

1.0 

0.0 

72.0 

64.8 

57.1 

4.4 

0.0 

78.5

72.2

54.4

0.0

0.0

70.7

46.3

51.2

0.0

0.0

77.2

67.4

56.8

1.9

0.0

0 20 40 60 80 100

保管に場所を取らないから

パソコンやスマートフォンなどでいつでもどこ

からでも契約締結できるから

印紙税が発生せず費用負担が減るから

その他

無回答

29才以下(N=29)

30～39才以下(N=300)

40～49才以下(N=182)

50～59才以下(N=79)

60才以上(N=41)

全体(N=632)

※複数回答

(%)

76.2 

52.4 

28.6 

0.0 

0.0 

80.3 

43.3 

37.6 

1.3 

0.0 

80.6 

30.6 

26.3 

5.6 

1.3 

76.2

42.9

36.2

1.0

1.0

70.6

29.4

35.8

6.4

0.9

77.4

37.4

33.6

3.4

0.7

0 20 40 60 80 100

住宅購入に関わる大事なことなので書面がよ

いと考えるから

送信トラブル等による個人情報漏えいの不安

があるから

電子データの受け取り、保存、閲覧、電子署

名などを行うIT環境に不安があるから

その他

無回答

29才以下(N=21)

30～39才以下(N=157)

40～49才以下(N=160)

50～59才以下(N=105)

60才以上(N=109)

全体(N=554)

※複数回答

(%)

（注）図 35 で「利用したと思う」と回答した者が対象。 （注）図 35 で「積極的には利用しないと思う」、「利用しないと
思う」と回答した者が対象。 
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■ 新築・既存とも、不動産会社選定の最大の決め手は「会社の信頼性の高さ」 

既存住宅購入者では「担当者の誠実さ・人柄」「営業所が近所にある」ことも選定の決め手 
 

 住宅の住宅購入取引を依頼した不動産会社を選んだ理由としては、新築・既存とも「不動産会社

の信頼性の高さ」の割合が最も高くなっている（図 38）。 

 新築住宅購入者は、既存住宅購入者に比べて「物件の規格・品質の高さ・優良さ」（52.8％）、「知

名度の高さ」（34.1％）、「購入後のアフターサービスの良さ」（16.9％）の割合が高くなっており、

住宅の品質に対するニーズの高さがうかがえる（図 38）。 

 既存住宅購入者は、新築住宅購入者に比べて「担当者の誠実さ・人柄」（36.6％）、「営業所が近

所にあること」（16.1％）の割合が高くなっており、担当者の人柄や営業所が身近にあることが

不動産会社選定の重要な要素になっていることがうかがえる（図 38）。 
 

図38  新築・既存別 不動産会社を選んだ理由 

 

 

 
 
 

60.1 

26.5 

52.8 

34.1 

17.5 

8.7 

7.9 

16.9 

2.9 

5.5 

2.0 

3.2 

2.9 

12.2 

4.1 

0.3 

53.7 

36.6 

29.9 

23.4 

19.8 

13.8 

16.1 

6.6 

8.5 

5.1 

4.9 

2.2 

3.8 

12.3 

9.6 

0.0 

55.6 

33.7 

36.5 

26.5 

19.1 

12.4 

13.7 

9.6 

6.9 

5.2 

4.0 

2.5 

3.5 

12.3 

8.0 

0.1 

0 20 40 60 80 100

不動産会社の信頼性の高さ

担当者の誠実さ・人柄

物件の規格・品質の高さ・優良さ

知名度の高さ

担当者、窓口の対応マナー

担当者の専門知識

営業所が近所にあること

購入後のアフターサービスの良さ

今までに付き合いの経験があること

ホームページを開設している、ホームページの情

報量が多い

仲介手数料の安さ

広告活動の活発さ

営業所数、担当者数の規模

特になし

その他

無回答

新築住宅購入者

（N=343)

既存住宅購入者

（N=845)

全体

(N=1188)

（％）

※複数回答

９．不動産業・不動産仲介業の今後のあり方 
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■ 意識面からみた購入決定理由として「資産保有」との回答は 20歳代で 6割 

身辺事情での購入決定理由は結婚、出産、子どもの独立などライフイベントの割合が高い 
 

 今回の住宅購入を決めた動機を住まいに対する意識の面について世帯主の年齢別にみると、30

才代では「もっと広い家に住みたかった」（50.5％）が、「資産として家をもちたかった」（48.6％）

と並んで高い。29 歳以下では、「資産として家を持ちたかったから」の回答が 60.0％と高くみ

られる。また、50 才以上では、「住まい方に合わせて大きすぎない家に住みたかった」が２割を

超えており 49 才以下に比べ 10 ポイントほど高くなっている（図 39）。 

 身辺事情からみた住宅購入理由について世帯主の年齢別にみると、29 才以下では「結婚を機に

家を持ちたかった」（36.0％）、30 才代では「子どもの誕生や成長で住まいが手狭になった」

（49.5％）、60 才以上では「子どもの独立などで家族が減った」（16.0％）、「子の近くに住むこ

とになった」（18.7％）など、ライフイベントを購入理由として挙げる割合が高いことが見てと

れる（図 40）。 
 
 
図39  世帯主の年齢別住まいに対する意識からみた 

住宅購入理由 
図40  世帯主の年齢別身辺事情の面での住宅 

購入理由 

 

 

 

 

 

 

54.0

60.0

24.0

38.0

32.0

8.0

14.0

2.0

2.0

50.5

48.6

28.4

31.3

30.4

9.6

10.5

5.5

0.0

43.7

41.7

39.1

21.0

24.5

9.3

10.2

8.5

0.3

20.1

36.4

51.6

14.1

22.3

24.5

7.6

11.4

0.0

14.0

26.7

46.0

4.0

23.3

30.0

2.7

14.7

0.7

39.4

42.5

37.3

22.5

26.7

14.3

9.1

8.2

0.3

0 20 40 60 80

もっと広い家に住みたかった

資産として家をもちたかった

老後のことなど考えて家をもちたかっ

た

前の住まいの賃料等が高くてもった

いなかった

もっと性能や品質のよい住宅に住み

たかった

住まい方に合わせて大きすぎない家

に住みたかった

賃貸住宅には、住みたい物件がな

かった

その他

無回答

29才以下（N=50)

30～39才（N=457)

40～49才（N=343)

50～59才（N=184)

60才以上（N=150)

全体（N=1188)

（％）

※複数回答

12.0

32.0

36.0

2.0

16.0

0.0

2.0

0.0

24.0

6.0

2.0

23.9

49.5

20.1

6.8

8.5

0.0

1.8

0.2

16.2

4.2

0.7

30.6

35.6

10.2

8.7

9.0

0.3

2.6

0.9

21.9

7.6

0.9

33.2

10.3

2.7

15.2

6.5

2.7

4.3

11.4

20.7

16.3

0.0

29.3

2.7

2.0

7.3

3.3

18.7

2.7

16.0

21.3

13.3

0.7

27.4

32.7

12.9

8.5

8.0

2.9

2.5

4.1

19.6

8.2

0.7

0 20 40 60 80

住み慣れた地域に住み続けたかった

子供の誕生や成長で住まいが手狭に

なった

結婚を機に家を持ちたかった

社宅の閉鎖など仕事上の都合で住み

替える必要があった

親の近くに住むことになった（住みた

かった）

子の近くに住むことになった（住みた

かった）

親と一緒に住むことになった（住みた

かった）

子供の独立などで家族が減った

身辺事情上の理由は特にない

その他

無回答

29才以下（N=50)

30～39才（N=457)

40～49才（N=343)

50～59才（N=184)

60才以上（N=150)

全体（N=1188)

（％）

※複数回答

10．住宅購入を決定した理由・要因 
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■ 40代以下の資金面の購入決定理由は「金利の低さ」 

環境面での購入決定理由は年齢にかかわらず「駅に近いところ」の割合が高い 
 

 資金面からみた住宅購入理由について世帯主の年齢別にみると、40 才代以下で「金利が低かっ

た」、「ローンの返済期間などから自分にとって今が買い時と感じた」の割合が高い。また、60

才以上では「まとまったお金が手に入った」の割合が他の年齢に比べて高い（図 41）。 

 環境面からみた住宅購入理由としては、世帯主の年齢に関わらず「駅に近いところに住みたか

った」の割合が最も高く、購入者全体では 49.9％となっている（図 42）。 

 世帯主の年齢別にみると、40 才代以下は「教育環境を考えて住み替えたかった」、「勤務地に近

いところに住みたかった」がそれぞれ 3 割超、60 才以上では「病院など医療施設への便がよい

ところに住みたかった」が 27.3％で他の世代に比べ 10 ポイント以上高いなどの特徴がみられ

る（図 42）。 
 

図41  世帯主の年齢別資金面の住宅購入理由 図42  世帯主の年齢別環境面の住宅購入理由 

 

  

44.0

32.0

8.0

10.0

38.0

10.0

10.0

0.0

2.0

20.0

2.0

0.0

49.0

28.4

7.0

9.6

37.0

17.9

9.4

1.3

1.8

19.5

1.1

0.4

45.2

25.7

5.0

7.9

32.7

12.5

8.5

4.4

2.9

25.1

0.9

1.2

33.7

19.6

1.6

4.9

23.9

15.2

4.3

12.5

6.5

28.3

2.7

0.0

7.3

4.7

2.0

2.0

8.0

16.0

3.3

9.3

15.3

43.3

8.0

0.7

40.0

23.4

5.0

7.5

30.1

15.4

7.6

5.0

4.5

25.5

2.2

0.6

0 20 40 60 80

金利が低かった（低いと感じた）

住宅ローン減税制度が有利で買い時

と思った

住宅取得等資金に係る贈与税の非課

税制度が有利で買い時と思った

フラット３５またはフラット３５Sを利用す

ることができた

ローンの返済期間などから自分にとっ

て今が買い時と思った

住宅の価格が安く、買いやすかった

家計収入の見通しが上向きになった

から

従前住宅が思ったよりも高く売却でき

そうだったから

まとまったお金が手に入った

資金面の理由は特にない

その他

無回答

29才以下（N=50)

30～39才（N=457)

40～49才（N=343)

50～59才（N=184)

60才以上（N=150)

全体（N=1188)

（％）

※複数回答

56.0

30.0

38.0

36.0

32.0

6.0

4.0

2.0

0.0

47.0

28.2

35.4

37.2

34.1

10.7

8.5

5.3

0.4

51.3

25.7

28.3

28.9

30.0

7.9

7.9

9.0

1.2

51.6

24.5

30.4

27.7

8.7

15.2

8.7

9.2

0.0

50.7

29.3

11.3

26.0

4.7

27.3

12.7

13.3

0.7

49.9

27.2

29.6

31.7

25.3

12.5

8.7

7.8

0.6

0 20 40 60 80

駅に近いところに住みたかった

自然環境のよいところに住みたかった

勤務地に近いところに住みたかった

治安のよいところに住みたかった

教育環境を考えて住み替えたかった

病院など医療施設への便がよいところ

に住みたかった

環境面の理由は特にない

その他

無回答

29才以下（N=50)

30～39才（N=457)

40～49才（N=343)

50～59才（N=184)

60才以上（N=150)

全体（N=1188)

（％）

※複数回答
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■ 住宅の質の面からみた購入決定理由は年代に関わらず「間取り」「広さ」の割合が高い 

20才代では、デザイン、60才以上では、「災害に対する安全性」「バリアフリーへの対応」

も重要なポイント 
 

 住宅の質の面では、世帯主の年齢に関わらず「間取りが気に入った」「住宅の広さ／間取りがち

ょうどよかった」の割合が特に高くなっている（図 43）。 

 世帯主の年齢別にみると、年齢が上がるほど「地震、火災、水害などに対する安全性が高そうだ

った」の割合が高くなる傾向がみられる。また、20 才代以下では「住宅のデザインが気に入っ

た」が「間取り」と同様に高い回答率を得ている。60 才以上では「地震、火災、水害等に対す

る安全性が高そうだった」「段差がない、手すりがつけられるなどの配慮を気に入った」の割合

が他の世代に比べて高くなっている（図 43）。 
 

図43  世帯主の年齢別住宅の質の面で購入住宅を選んだ理由 

 

 

  

52.0

78.0

50.0

20.0

32.0

24.0

10.0

4.0

8.0

10.0

0.0

2.0

4.0

0.0

42.2

80.5

31.7

27.1

22.3

18.8

6.1

4.4

10.5

5.9

1.1

1.5

6.3

0.0

46.6

77.0

28.0

26.5

17.5

16.0

9.3

4.4

10.8

7.9

1.2

2.0

7.9

0.3

40.8

77.2

27.2

26.1

13.0

15.2

11.4

10.9

13.0

4.3

1.6

4.3

9.8

0.0

37.3

76.7

26.0

34.0

12.7

15.3

10.0

18.0

12.0

3.3

2.7

1.3

8.7

0.0

43.2

78.3

30.1

27.4

18.7

17.3

8.5

7.1

11.1

6.1

1.3

2.2

7.5

0.2

0 20 40 60 80 100

間取りが気に入った

住宅の広さ/間取りがちょうどよかった

住宅のデザインが気に入った

地震、火災、水害などに対する安全性

が高そうだった

台所の設備・広さが気に入った

浴室の設備・広さが気に入った

省エネ（通風、換気、断熱性能など）に

対する配慮を気に入った

段差がない、手すりがつけられるなど

の配慮を気に入った

新耐震基準を満たした住宅だった

（新築時に）国の住宅性能評価（新築住

宅）を受けた住宅だった

新築時に国の長期優良住宅の認定を

受けた住宅だった

民間任意の建物検査等を受けた

その他

無回答

29才以下（N=50)

30～39才（N=457)

40～49才（N=343)

50～59才（N=184)

60才以上（N=150)

全体（N=1188)

（％）

※複数回答

（注） 上記選択肢のうち、「新築時に国の長期優良住宅の認定を受けた住宅だった」は既存住宅購入者のみを
対象として尋ねている。 
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■ 既存住宅購入者では、今回を含めて２回以上の住宅購入経験があるとの回答が約 3割 

■ 既存戸建て、既存マンションともに、売主が事業者であったとの回答が 2割弱 
 

 今回の購入を含めた住宅購入経験回数では、2 回以上との回答者が新築住宅購入者では、約 2 割
であるのに対し、既存住宅購入者では約 3 割見られる（図 44）。 

 世帯主の年齢別にみると、新築、既存とも 40 才以上では 39 才以下に比べて 2 回目以上の割合
が大きくなっており、特に既存の 50 才以上では 2 回目以上が半数超となっている（図 44）。 

図44  今回の購入を含めた住宅購入経験回数 

＜新築住宅購入者＞ 

 

＜既存住宅購入者＞ 

 

  

100.0

90.7

90.2

75.9

60.0

56.0

53.8

17.9

75.5

8.1

8.5

24.1

37.1

32.0

30.8

46.4

19.2

1.2

1.2

2.9

8.0

7.7

25.0

3.8

3.6

0.3

4.0

7.7

7.1

1.2

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

29才以下(N=15)

30～34才(N=86)

35～39才(N=82)

40～44才(N=58)

45～49才(N=35)

50～54才(N=25)

55～59才(N=13)

60才以上(N=28)

新築住宅購入者計
(N=343)

はじめて（１回目）

２回目

３回目

４回目

５回目以上

無回答

97.1

93.2

89.2

68.8

60.4

49.3

42.5

29.5

66.7

2.9

6.1

10.8

27.8

33.0

43.8

45.2

45.1

26.3

0.8

2.8

3.8

5.5

9.6

15.6

4.7

0.7

1.9

1.4

8.2

1.7

0.9

1.4

1.4

1.6

0.6

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

29才以下(N=35)

30～34才(N=132)

35～39才(N=157)

40～44才(N=144)

45～49才(N=106)

50～54才(N=73)

55～59才(N=73)

60才以上(N=122)

既存住宅購入者計
(N=845)

はじめて（１回目）

２回目

３回目

４回目

５回目以上

無回答

11．住宅購入経験回数と売主属性 

（注） 新築住宅購入者計、既存住宅購入者計には、それぞれ世帯主年齢が無回答のものを含む 
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71.4 

73.8 

77.8 

70.1 

73.2 

28.6 

26.2 

22.2 

29.9 

26.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

39歳以下（N=35）

40～49歳（N=61）

50～59歳（N=54）

60歳以上（N=77）

全体（N=228）

ある ない 無回答

19.0 

37.1 

39.1 

22.9 

29.8 

81.0 

62.9 

60.9 

77.1 

70.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

39歳以下（N=21）

40～49歳（N=35）

50～59歳（N=23）

60歳以上（N=35）

全体（N=114）

ある ない 無回答

32.0 

20.0 

19.0 

14.8 

19.8 

68.0 

75.6 

78.6 

85.2 

78.4 

0.0 

4.4 

2.4 

0.0 

1.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

39歳以下（N=25）

40～49歳（N=45）

50～59歳（N=42）

60歳以上（N=54）

全体（N=167）

利用した 利用しなかった 無回答

50.0 

38.5 

11.1 

12.5 

26.5 

50.0 

61.5 

88.9 

87.5 

73.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

39歳以下（N=4）

40～49歳（N=13）

50～59歳（N=9）

60歳以上（N=8）

全体（N=34）

利用した 利用しなかった 無回答

 売主の属性については、「事業者」との回答が、既存戸建て、既存マンションともに 2 割弱見ら
れる（図 45）。 

 

図45  売主の属性（既存住宅購入者のみ） 

 

 

（参考）昨年度の売主の属性（既存住宅購入者のみ） 

 
 

 

 

■従前住宅を売却した世帯のうち、売却査定の依頼を行ったのは 7割超 

■売却査定の際のインターネットの一括査定依頼サービス利用は、従前住宅を売却しなかった場

合の方が売却した場合に比べて 6.7ポイント高い 
 

 従前住宅が「購入した自己所有の住宅」、「相続・贈与等により取得した自己所有住宅」で従前住

宅を売却した世帯について売却査定依頼の有無をみると、売却査定依頼を行ったのは全体の

73.2％であり、年代を問わず 7 割超となっている。（図 46） 

 従前住宅の売却査定依頼を行った世帯におけるインターネットの一括査定依頼サービス利用を

みると、従前住宅を売却しなかった場合は 26.5％となっており、売却した場合（19.8％）に比

べて 6.7 ポイント高くなっている。（図 47） 
 

図46  世帯主年齢別・従前住宅の売却査定依頼の有無 

        ＜従前住宅を売却した世帯＞        ＜従前住宅を売却しなかった世帯＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 
図47  世帯主の年齢別・従前住宅のインターネットの一括査定依頼サービス利用の有無 

        ＜従前住宅を売却した世帯＞        ＜従前住宅を売却しなかった世帯＞ 

   

88.0 

83.5 

84.6 

12.0 

16.3 

15.3 

0.0 

0.2 

0.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

既存戸建て購入者
(N=249)

既存マンション購入者
(N=582)

既存住宅購入者
(N=845)

個人

事業者（不動産会社等）

無回答

79.7 

77.5 

77.7 

18.6 

22.2 

21.6 

1.7 

0.2 

0.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

既存戸建て購入者
(N=177)

既存マンション購入者
(N=432)

既存住宅購入者
(N=620)

個人

事業者（不動産会社等）

無回答

12．従前住宅の売却査定依頼の状況 

（注）従前住宅の売却査定依頼をしたことが「ある」と回答した者が対象。 


